
経済経営研究科 授業科目表 

Ａ．経済学専攻（2024年度開始） 

〔1〕授業科目、単位数 
科目 

分類 専門科目群 単位数 
科目 

分類 
演習科目群 単位数 

経
済
理
論
・
歴
史 

マクロ経済学研究 2 

演
習 

理論経済学演習 8 

ミクロ経済学研究 2 計量経済学演習 8 

社会経済学研究 2 経済史演習 8 

計量経済学研究 2 情報経済論演習 8 

情報経済論研究 2 国際経済論演習 8 

国際経済論研究 2 財政学演習 8 

日本経済史研究 2 金融論演習 8 

アジア経済史研究 2 産業組織論演習 8 

経済成長論研究 2 資源経済論演習 8 

比較経済システム研究 2 経済政策論演習 8 

応
用
経
済
・
政
策 

経済政策論研究 2 社会政策論演習 8 

財政学研究 2 社会学理論演習 8 

地方財政論研究 2 都市政策論演習 8 

金融論研究 2 地域政策論演習 8 

資産運用論研究 2    

貿易政策論研究 2    

産業組織論研究 2    

エネルギー政策研究 2    

環境経済政策研究 2    

都市政策論研究 2    

国際地域開発研究 2    

現
代
社
会
・
地
域 

社会政策論研究 2    

福祉政策論研究 2    

社会学理論研究 2    

経済社会学研究 2    

地域政策論研究 2    

地域マネジメント研究 2    

自治体戦略論研究 2    

まちづくり論研究 2    

比較地域論研究 2    

民法研究 2    

民法事例研究 2    

 

〔2〕履修方法 

(1) 演習科目群のうち、1科目(8単位)を選択する。 

(2) 専門科目群から 24 単位以上を選択履修する。そのうち、演習科目群「特別

演習」を含むことができる。（その際、開講されている演習に受講依頼し、教員

の許可を得た上で履修する。） 

(3) 修了までに選択した演習科目の担当教員から研究指導を受けて、修士論文を

作成提出し、その審査に合格しなければならない。ただし、学則第 17 条に該

当する科目 6単位までを含むことができる。 



Ｂ．経営政策専攻 
博士（前期）課程（2021年度開始） 

〔1〕授業科目、単位数 

基本科目群 単位数 演習科目群 単位数 

経営原理研究 2 経営管理系演習 8 

経営戦略研究 2 マーケティング系演習 8 

経営管理研究 2 企業会計系演習 8 

経営システム研究 2 ファイナンス系演習 8 

マーケティング研究 2 経営情報系演習 8 

流通システム研究 2 税法系演習 8 

会計学研究 2   

管理会計研究 2   

財務会計研究 2   

経営データ処理研究 2   

経営シミュレーション研究 2   

金融システム研究 2   

証券投資分析研究 2   

税法研究 1（所得税） 2   

税法研究 2（資産税） 2   

税法研究 3(法人税) 2   

国際ビジネス研究 2   

企業経営特別研究 2   

展開科目群 単位数 展開科目群 単位数 

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ情報ｼｽﾃﾑ研究 2 企業法務研究 2 

意思決定支援ｼｽﾃﾑ研究 2 商事法務研究 2 

財務管理研究 2 ビジネス紛争処理研究 2 

人的資源管理研究 2 情報処理システム研究 2 

商品政策研究 2 経営オペレーション研究 2 

地域イノベーション研究 2 Ｅ－ビジネス研究 2 

マーケティング事例研究 2 情報リテラシー研究 2 

会計監査研究 2 福祉・医療経営研究 2 

税務会計研究 2 経営政策特殊研究 1 2 

民法研究 2 経営政策特殊研究 2 2 

民法事例研究 2   

 
〔2〕履修方法 

(1) 演習科目群から、1科目(8単位)を選択し履修する。 
(2) 企業経営特別研究のほか、税法系演習にあっては税法研究 1（所得税）、税

法研究 2（資産税）、税法研究 3（法人税）の 3科目、その他の演習にあっては
演習指導教授が担当する 1 科目を含み、基本科目群から 10 単位以上、展開科
目群から 6単位以上を履修する。 

(3) 修了までに計 32 単位以上を修得する。ただし、学則第 17 条に該当する科目
10 単位までを含むことができる。その上で、選択した演習科目の担当教員か
ら研究指導を受けて、修士論文を作成提出し、その審査に合格しなければなら
ない。 

 
 

 

 



博士（後期）課程（2025年度開始） 

〔1〕授業科目、単位数 

研 究 科 目 群 単位数 

経 営 原 理 特 論 4 

経 営 戦 略 特 論 4 

経 営 財 務 特 論 4 

金 融 シ ス テ ム 特 論 4 

企 業 会 計 特 論 4 

管 理 会 計 特 論 4 

税 務 会 計 特 論 4 

財 務 会 計 特 論 4 

経 営 史 特 論 4 

マ ー ケ テ ィ ン グ 特 論 4 

流 通 シ ス テ ム 特 論 4 

経 営 情 報 特 論 4 

A I 経 営 特 論 4 

ｵ ﾍ ﾟ ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ ｽ ﾞ ･ ﾘ ｻ ｰ ﾁ特論 4 

社会経済システム特論 4 

産 業 シ ス テ ム 特 論 4 

資 源 経 済 特 論 4 

福 祉 政 策 特 論 4 

地 域 政 策 特 論 4 

外 国 文 献 研 究 2 

研 究 指 導 8 

 

〔2〕履修方法 

3 科目選択必修 12 単位を修得し、研究指導（8 単位）を受け博士論文の審査、及

び最終試験に合格すること。 

 

 

 

 



外国語学研究科 授業科目表 

Ａ．英語学専攻（2018 年度開始） 

〔1〕授業科目・単位数 

専門科目群 

基本科目 
単

位

数 
特殊研究科目 

単

位

数 
論文演習科目 

単

位

数 

英語学研究 4 英語学特殊研究 4 英語学論文演習 4 

英語音声学研究 4 英語音声学特殊研究 4 英語音声学論文演習 4 

英語教育工学研究 4 英語教育工学特殊研究 4 英語教育工学論文演習 4 

応用言語学研究 4 応用言語学特殊研究 4 応用言語学論文演習 4 

英米文学研究 4 英米文学特殊研究 4 英米文学論文演習 4 

展開科目群 

英語教育方法論 2 ｱｶﾃﾞﾐｯｸ・ｽｷﾙⅠ 2 比較文学研究Ⅰ 2 

言語習得研究 2 ｱｶﾃﾞﾐｯｸ・ｽｷﾙⅡ 2 比較文学研究Ⅱ 2 

日英語対照研究Ⅰ 2 英語学特論Ⅰ 2 日本語教授法特論Ⅰ 2 

日英語対照研究Ⅱ 2 英語学特論Ⅱ 2 日本語教授法特論Ⅱ 2 

異文化間ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ研究Ⅰ 2 英米文学特論Ⅰ 2 日本文化特論 2 

異文化間ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ研究Ⅱ 2 英米文学特論Ⅱ 2   

 

〔2〕履修方法 

(1) 論文演習科目のうち、1 科目を選択し、論文演習科目と同じ授業科目を基本

科目及び特殊研究科目から各 1科目履修する。 

(2) 基本科目及び特殊研究科目のうちから(1)で選択した科目を除いた 2 科目以

上を履修する。 

(3) 展開科目群のうち 6科目（12単位）以上を選択履修する。 

(4) 修了までに計 32 単位以上を修得し、選択した演習科目の担当教員から研究

指導を受けて、修士論文を作成して提出し、その審査に合格しなければならな

い。 

(5) 論文演習科目を除いて、基本科目、特殊科目及び展開科目より 8 単位を追加

して履修し、特定の課題についての研究成果（課題等については、指導教員の

研究指導による）を作成することにより、修士論文に代えることができる。 



Ｂ．国際文化協力専攻（2014年度開始） 

〔1〕授業科目・単位数 

専門科目群 単位数 

国
際
文
化
協
力
領
域 

国際協力特論 2 

国際文化交流特論 2 

国際関係特論 2 

文化マネジメント特論 2 

ＮＧＯ・ＮＰＯ特論 2 

現代欧米文化・社会特論 2 

国際機構特論 2 

アジア中国関係特論 2 

アジア中国社会文化特論 2 

国際移民特論 2 

異文化間コミュニケーション特論 2 

国
際
文
化
領
域 

国際文化特論 2 

日本文化特論 2 

比較文化社会特論 2 

多文化共生特論 2 

国際言語教育特論 2 

日本語教授法特論 2 

国際環境文化特論 2 

ジェンダー文化特論 2 

宗教・思想・文化特論 2 

科
目

共
通 研究方法論 2 

研究指導科目 単位数 

 
国際文化協力特別研究Ⅰ 4 

国際文化協力特別研究Ⅱ 4 

〔2〕履修方法 

（1）専門科目群のうち、共通科目 2 単位を含み 22 単位以上履修する。ただし、

国際文化協力領域または国際文化領域のいずれかを主または副として、主とす

る領域から 10単位以上履修すること。 

（2）研究指導科目 8単位を履修する。 

（3）修了までに計 30 単位以上を修得し、必要な研究指導を受けた上で、修士論

文または特定の課題に関する研究の成果を提出し、審査及び最終試験に合格す

ること。 


